
内閣府本府が実施した政策評価についての個別審査結果 

 

１ 審査の対象 

「政策評価に関する基本方針」（平成 17 年 12 月 16 日閣議決定）では、政策評価の

円滑かつ着実な実施のため、総務省は「各行政機関が実施した政策評価について、そ

の実施手続等の評価の実施形式において確保されるべき客観性・厳格性の達成水準等

に関する審査」等に重点的かつ計画的に取り組むこととされている。 

今回審査の対象とした政策評価は、次のとおりである。 

 

「平成 19 年度内閣府本府政策評価書（事後評価）」(平成 20 年８月 29 日付け府評広

第 80 号による送付分)における実績評価方式による 23 件の政策評価 

 

２ 審査の考え方と点検の項目 

（目標の設定状況） 

実績評価方式は、あらかじめ政策効果に着目した達成すべき目標を設定し、これに

対する実績を測定して目標の達成度合いについて評価する方式であるので、当該目標

に関して達成すべき水準を明確にする必要がある。 

この審査において点検を行っているのは、次の項目である（注）。 

○ 目標に関し達成すべき水準が数値化されているなど具体的に特定されているかど

うか。 
 

（注）達成すべき目標は行政活動の一定のまとまりを対象として設定されるものであり、様々な要
素を包含することとなる。このため、その具体的な達成水準を一義的に示すことは一般的に困
難であり、その場合、関連した測定可能な指標を用いて、それぞれの指標ごとに達成水準を示
す具体的な目標を設定し、その実績の測定をもって、達成すべき目標の達成水準の測定に代え
ることが必要となる。そのような措置を講じている府省の審査においては、達成すべき目標と
測定可能な指標との構造を明らかにした上で審査を行うものとする。 

 

３ 審査の結果 

「平成 19 年度内閣府本府政策評価書（事後評価）」における実績評価方式による 23

件の政策評価についての審査の結果（事実確認の整理結果）は、以下のとおりである。 

 

 
（全体注） 各府省の評価の実施状況を踏まえた課題等の整理・分析については、今年度内に別途取りま

とめる予定である。 



指標数 目標値

指標の目
標値等の
設定の有
無

○ 達成
目標１

社会連帯都道府県大会への参
加者数（5,500人以上）

1 5,500人 ○

○ 達成
目標２

小さな親切運動全国フォーラ
ムへの参加者数（600人以上）

1 600人 ○

○ 達成
目標３

小さな親切運動パンフレット
の配布枚数（10,000部）

1 10,000部 ○

○ 達成
目標４

小さな親切運動ポスターの配
布枚数（4,000枚）

1 4,000枚 ○

○ 達成 社会連帯都道府県大会参加者 1 80％ ○社会連帯都道府県大会参

小さな親切運動ポスター
の配布枚数

測定指標

社会連帯都道府県大会へ
の参加者数

1 社会連帯等
の国民運動

　様々な国民的課題の解決に資するた
め、国民に相互協力の心を取り戻し、
地域や隣人との連帯意識を確立し、真
に豊かで住みよい社会とするための活
動、すなわち社会連帯活動を各地域に
おいて自主的、自立的に展開している
集団を中心とする国民運動（社会連帯
等の国民運動）の推進を図る。

○

小さな親切運動全国
フォーラムへの参加者数

小さな親切運動パンフ
レットの配布部数

政策評価審査表（実績評価関係）

政策
番号 政　策

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

達成すべき目標
（「達成目標」）

目標５ へのアンケートにおいて「有
益だった」「良かった」とす
る評価の割合（80％以上）

○ 達成
目標６

小さな親切運動全国フォーラ
ム参加者へのアンケートにお
いて「有益だった」「良かっ
た」とする評価の割合（80％
以上）

1 80％ ○

○ 達成
目標１

19 年度計画の発掘・回収対象
範囲に対する実施面積の割合
（100％）

1 100％ ○

○ 達成
目標２

中国吉林省敦化市蓮花泡で発
掘・回収された砲弾数等（埋
設されている砲弾数等の
100%）

1 埋設されて
いる砲弾数
等の100％

○

△ 達成
目標３

発掘回収事業実施後の総括会
議等における日本側の取組に
対する中国側の評価（肯定評
価）

1 肯定評価 △

○ 達成
目標４

現地における発掘・回収事業
実施期間（計画で定めた日
数）

1 計画で定め
た日数（平
成19年度：
40日間）

○

○ 達成
目標５

発掘・回収事業実施期間中の
事故発生状況（無事故）

1 無事故 ○事故発生状況

2 遺棄化学兵
器廃棄処理
事業の推進

○ 　第二次世界大戦中、旧日本軍によっ
て中国に遺棄された化学兵器（毒ガス
兵器）について、化学兵器禁止条約等
に基づき、環境と安全を最も優先しつ
つ、中国国内での廃棄処理のための事
業を推進する。

19 年度計画の発掘・回
収対象範囲に対する実施
面積の割合

発掘・回収された砲弾数
等

日本側の取組に対する中
国側の評価

発掘・回収事業実施期間

加者へのアンケート結果
（「有益だった」「良
かった」とする評価の割
合）

小さな親切運動全国
フォーラム参加者へのア
ンケート結果（「有益
だった」「良かった」と
する評価の割合）



指標数 目標値

指標の目
標値等の
設定の有
無

測定指標

政策
番号 政　策

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

達成すべき目標
（「達成目標」）

○ 達成
目標１

政府広報オンラインのアクセ
ス数（1,200万ＰＶ（ページ
ビュー））

1 1,200万Ｐ
Ｖ

○

○ 達成
目標２

政府インターネットテレビの
アクセス数（コンテンツ再生
数）（220万件）

1 220万件 ○

達成
標

○

3

政府広報オンラインのア
クセス数

国政モニターに対するア
ンケート結果（「満足し

政府インターネットテレ
ビのアクセス数（コンテ
ンツ再生数）

国政モニターに対するアン
ケートにおける、各媒体別の

達成目標１及び２共通

政府広報の
実施

○ 　政府全体の立場から政府の重要施策
について、内閣官房内閣広報室の総合
調整の下、各府省との連携を図りつ
つ、各種の広報媒体を活用した政府広
報を実施し、政府の重要政策につい
て、その背景、内容、必要性等に関す
る情報を国民に提供し、国民の理解と
協力を得る。

2

（参考
指標2）

モバイル携帯端末サイト
のアクセス件数

政府インターネットテレ
ビ掲載コンテンツの満足
度

各媒体別の
合計の割

(1)政府広報誌 ○

(2)テレビ定時番組 ○

(1)新聞記事下広告 ○

(2)テレビ・ラジオ定
時番組

○

(3)新聞折込広告 ○

(1)新聞記事下広告

(2)テレビ・ラジオ定
時番組

(3)新聞折込広告

目標３

政府広報に関する意識調査
（インターネット調査）にお
ける、重要広報テーマ等の
「関心が高まった」「内容が
わかりやすい」等の肯定的な
評価の割合（75％）

達成目標３及び４共通

ンケート結果（「満足し
た」「ある程度満足し
た」とする評価の割合）

政府広報に関する意識調
査（インターネット調
査）結果（「関心が高
まった」「内容がわかり
やすい」等の肯定的な評
価の割合）

（参考指標）
政府広報に関する意識調
査（インターネット調
査）結果（認知率（又は
広告接触率））

（参考
指標7）

（参考指標）
テレビ番組の視聴率

ケートにおける、各媒体別の
「満足した」「ある程度満足
した」とする評価の合計の割
合（75％）

合計の割
合：75％

3○ 達成
目標４

75％



指標数 目標値

指標の目
標値等の
設定の有
無

測定指標

政策
番号 政　策

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

達成すべき目標
（「達成目標」）

調査期間
終了後

○○

○国内の経済
動向に係る
産業及び地
域経済の分
析

4

（参考指標）
テレビスポット広告の内
容理解度

（参考指標）
ラジオ番組の聴取率

（参考指標）
テレビスポット広告の認
知率

報告書公表日（景気
ウォッチャー調査）

達成
標

3報告書等の公表日
・各報告書を目標値通りに公

　地域経済動向に関する迅速かつきめ
細やかな情報収集・分析を行い、「景
気ウォッチャー調査」、「地域経済動
向」、「地域の経済」を公表し、①地
域経済動向の迅速かつ適切な把握に資
すること、②我が国経済財政政策運営
上の重要な政策決定に資すること、③
統計及び分析結果を広く公表し、政策
企画立案者、国民、企業、民間シンク
タンク、学術団体、地方公共団体等の
便宜に供し、地域経済に関する理解の
普及を助けるとともに、我が国経済財
政政策論議への貢献を図る。

終了後
６営業日

年４回
（２月、５
月、８月、
11月）

○

年１回
（12月末
迄）

○

○ 達成
目標２

関係団体、企業へのヒアリン
グ
・地域経済動向作成時に132回
のヒアリングを実施

１ 132回 ○

59ヶ所 ○

101ヶ所 ○

88ヶ所 ○

○ 達成
目標４

月例経済報告等への活用状況
・各報告書の結果が、月例経
済報告等で19件活用されるこ
と

1 19件 ○

70件 ○

18件 ○

４件 ○

達成
目標５

マスメディアにおける報道の
状況
・「景気ウォッチャー調査」
70件、「地域経済動向」18
件、「地域の経済」４件

報告書の配布箇所数（景
気ウォッチャー調査）

マスメディアにおける報
道の状況（地域の経済）

○ 3

報告書公表日（地域経済
動向）

報告書公表日（地域の経
済）

マスメディアにおける報
道の状況（地域経済動
向）

マスメディアにおける報
道の状況（景気ウォッ
チャー調査）

関係団体、企業へのヒア
リング回数

報告書の配布箇所数（地
域経済動向）

ウォッチャー調査）

報告書の配布箇所数（地
域の経済）

月例経済報告等への活用
（景気ウォッチャー調
査・地域経済動向・地域
の経済）

目標１ ・各報告書を目標値通りに公
表

達成
目標３

報告書の配布箇所数
・「景気ウォッチャー調査」
59ヶ所、「地域経済動向」
101ヶ所、「地域の経済」88ヶ
所

3○



指標数 目標値

指標の目
標値等の
設定の有
無

測定指標

政策
番号 政　策

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

達成すべき目標
（「達成目標」）

42,475 件 ○

11,735 件 ○

9,751 件 ○

72,000 枚 ○

220,000枚 ○

○ 達成 広報誌「広報ぼうさい」（隔 1 4,000部 ○

防災に関す
る普及・啓
発

達成
目標１

○

ホームページのアクセス件数
・「景気ウォッチャー調査」
42,475 件、「地域経済動向」
11,735 件、「地域の経済」
9,751 件

5

3

ホームページのアクセス
件数（地域の経済）

ホームページのアクセス
件数（地域経済動向）

募集ポスターの配付枚数

広報誌「広報ぼうさい」

ホームページのアクセス
件数（景気ウォッチャー
調査）

募集リーフレットの配布
枚数

「防災ポスターコンクール」
・募集ポスターの配付枚数
（72,000枚）
・募集リーフレットの配布枚
数（220,000枚）

○ 　「防災の日」（９月１日）及び「防
災週間」（８月30日～９月５日）の趣
旨を踏まえ、国民を対象にした普及啓
発活動を行い、広く国民が、台風、地
震等の災害についての認識を深め、こ
れに対する備えを充実強化する。

2

達成
目標６

○

○ 達成
目標２

広報誌「広報ぼうさい」（隔
月）の配付部数（4,000部）

1 4,000部 ○

○ 達成
目標３

社会教育教材の配付部数
（30,000 部）

1 30,000 部 ○

○ 達成
目標４

「防災フェア」への参加者数
（７万人）

1 7万人 ○

○ 達成
目標５

「防災フェア」におけるアン
ケートで「有益だった」と評
価する割合（60％）

1 60％ ○

○ 達成
目標６

「防災ポスターコンクール」
への応募数（7,000点）

1 7,000点 ○

△ 達成
目標１

日本の国連国際防災戦略活動
（ISDR）への参画状況（第１
回防災グローバル・プラット
フォーム会合（GP)に主導的に
参画）

1 第１回防災
グローバ
ル・プラッ
トフォーム
会合に主導
的に参画

△

70％ ○

○ 　国際会議等を通じた我が国の災害経
験や防災に関する知見の提供、アジア
各国の合意により設立され、アジア地
域における防災情報の収集・提供、人
材育成などに取組むアジア防災セン
ターを通じた協力、国際社会における
災害に対する取組みを推進する国連の
防災担当部局である国連国際防災戦略
事務局の活動に対する支援などにより
国際防災協力を推進する。

国際防災協
力の推進

達成
目標２

6

「防災フェア」への参加
者数

社会教育教材の配付部数

3

日本の国連国際防災戦略
活動への参画状況

「防災ポスターコンクー
ル」への応募数

広報誌「広報ぼうさい」
（隔月）の配付部数

「防災フェア」における
アンケート結果（「有益
だった」と評価する割
合）

アジア防災センターメン
バー国のショナル・プ
ラットフォームの制定数
（策定割合）

アジア防災センターメンバー
国の①ナショナル・プラット
フォーム、②災害対策基本
法、③災害基本計画の制定数
（策定割合）（各70％）

○



指標数 目標値

指標の目
標値等の
設定の有
無

測定指標

政策
番号 政　策

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

達成すべき目標
（「達成目標」）

70％ ○

70％ ○

○ 達成
目標３

第１回防災グローバル・プ
ラットフォーム会合（ＧＰ）
における国際復興支援プラッ
トフォームに関するセッショ
ン開催状況（開催）

1 開催する ○

○ 達成
目標４

内閣府（災害予防担当）に防
災の知見を求めて来る途上国
等防災関係者数（100名）

1 100名 ○

○ 達成
目標５

我が国の総合防災協力戦略策
定状況（策定）

1 策定する ○

定数の２倍
（定数：３
件/年）

○アジア防災センターメンバー
国の同センター事業参加状況
①メンバー国との防災共同プ
ロジェクト応募数（定数の２

○

内閣府（災害予防担当）
に防災の知見を求めて来
る途上国等防災関係者数

アジア防災センターメン
バー国の災害対策基本法
の制定数の制定数（策定
割合）

国際復興支援プラット
フォームに関するセッ
ション開催状況

アジア防災センターメン
バー国の災害基本計画の
制定数の制定数（策定割
合）

達成
目標６

我が国の総合防災協力戦
略策定状況

メンバー国との防災共同
プロジェクト応募数

2

定員の２倍
（定数：４
名/年）

○

○ 達成
目標７

国際復興データベースにおけ
る各種事例の収録件数（80件
（災害数））

1 80件 ○

○ 達成
目標８

ＯＤＡを活用した防災協力実
施件数（３件）

1 ３件 ○

○ 達成
目標１

日本海溝・千島海溝周辺海溝
型地震の地震防災戦略の策定

1 策定する ○

○ 達成
目標２

日本海溝・千島海溝周辺海溝
型地震応急対策活動要領の策
定

1 策定する ○

○ 達成
目標３

中部圏・近畿圏の内陸地震の
被害想定の実施

1 被害想定の
実施

○

○ 達成
目標４

「首都直下地震応急対策活動
要領」に基づく具体的な活動
内容に係る計画の策定

1 策定する ○

○ 達成
目標５

中央省庁業務継続計画ガイド
ライン（仮）の作成

1 作成する ○

地震対策等
の推進

ロジェクト応募数（定数の２
倍（定数：３件/年））
②客員研究員申込数（定員の
２倍（定数：４名/年））

日本海溝・千島海溝周辺
海溝型地震の地震防災戦
略の策定状況

7

ＯＤＡを活用した防災協
力実施件数

中部圏・近畿圏の内陸地
震の被害想定の実施状況

日本海溝・千島海溝周辺
海溝型地震応急対策活動
要領の策定状況

「首都直下地震応急対策
活動要領」に基づく具体
的な活動内容に係る計画
の策定状況

　我が国で想定される大規模な災害に
対して、関係機関と連携しながら防災
対策及び減災対策に取り組む。

○

客員研究員申込数

中央省庁業務継続計画ガ
イドライン（仮）の作成
状況

国際復興データベースに
おける各種事例（災害）
の収録件数



指標数 目標値

指標の目
標値等の
設定の有
無

測定指標

政策
番号 政　策

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

達成すべき目標
（「達成目標」）

○ 達成
目標６

東京湾臨海部における基幹的
広域防災拠点の整備

1 施設の一部
供用開始

○

○ 達成
目標７

利根川、荒川の浸水想定の実
施

1 被害想定の
実施

○

△ 達成
目標８

各省庁の所管分野における緊
急地震速報の周知・広報・利
活用の向上

1 周知・広
報・利活用
状況の向上

△

○ 達成
目標９

噴火時等の避難体制に係る火
山防災対策のあり方（仮）の
作成

1 作成する ○

５人 ○○

○ 　民間主導の自立型経済の構築に向
け、観光産業、情報通信産業をはじめ
とする沖縄の優位性や地域特性を活か
した産業振興を図る。

ホテルの経営改善の指
導・研修に参加し、経営
改善計画を作成する経営
者数

噴火時等の避難体制に係
る火山防災対策のあり方
（仮）の作成状況

東京湾臨海部における基
幹的広域防災拠点の整備

沖縄におけ
る産業振興

達成
目標１

（新沖縄観光経営者育成事
業）
ホテルの経営改善の指導・研
修に参加し、経営改善計画を
作成する経営者数（５人）

1
（参考
指標1）

各省庁の所管分野におけ
る緊急地震速報の周知・
広報・利活用状況

利根川、荒川の浸水想定
の実施状況

8

作成する ○

○ 達成
目標３

（地域活性型先導的情報通信
産業モデル実証事業）
実証事業における採択件数
（２件）

1 ２件 ○

○ 達成
目標４

（地域活性型先導的情報通信
産業モデル実証事業）
採択事業の実事業化件数（２
件）

1 ２件 ○

○ 達成
目標５

（沖縄ＩＴ津梁パーク構想事
業）
「ＩＴ津梁パーク構想調査報
告書」の作成

1 作成する ○

3,800人 ○

実証事業における採択件
数

「ＩＴを活用した観光案
内システムに関する調査
報告書」作成状況

（参考指標）
宿泊施設（形態規模別）
軒数の推移

作成する経営者数（５人）

○ 達成
目標２

（ＩＴを活用した観光案内シ
ステムに関する調査）
「ＩＴを活用した観光案内シ
ステムに関する調査報告書」
の作成 （参考指標）

沖縄県への入域観光客数
の推移

（参考指標）
旅行形態の推移

1
（参考
指標2）

採択事業の実事業化件数

沖縄の情報通信分野にお
ける高度な人材の数

「ＩＴ津梁パーク構想調
査報告書」作成状況

1
（参考
指標1）

（参考指標）
情報通信関連雇用者数の
推移

○ 達成
目標６

（情報産業核人材育成支援事
業）
沖縄の情報通信分野における
高度な人材の数（3,800人）



指標数 目標値

指標の目
標値等の
設定の有
無

測定指標

政策
番号 政　策

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

達成すべき目標
（「達成目標」）

○ 達成
目標７

（IT 新事業創出体制強化事
業）
情報通信関連企業向けにリノ
ベーションを実施する空き施
設数（１施設）

1 １施設 ○

○ 達成
目標８

（IT 新事業創出体制強化事
業）
整備施設への企業の入居率
（100％）

1 100％ ○

500人 ○

作成する ○1
（参考
指標1）

○ 達成
目標１０

（特別自由貿易地域振興事
業）
「特別自由貿易地域振興事
業」調査報告書の作成

「特別自由貿易地域振興
事業」調査報告書の作成
状況

金融人材育成講座への参
加者数

（参考指標）
特別自由貿易地域立地企
業搬出額

（金融人材育成支援事業）
金融人材育成講座への参加者
（500人）

達成
目標９

○

（参考指標）
金融特区（名護市）の企
業数

情報通信関連企業向けに
リノベーションを実施す
る空き施設数

（参考指標）
金融特区（名護市）の雇
用者数

1
（参考
指標2）

整備施設への企業の入居
率

（参考
指標1）

○ 達成
目標１

離島の活性化に必要なノウハ
ウを有する専門家の派遣（18
市町村）

1 18市町村 ○

○ 達成
目標２

事業者のブログ及びＨＰの新
規立ち上げ（10件）

1 10件 ○

○ 達成
目標３

地域資源を活用した特産品等
の開発に関する取組（７島９
事業）

1 ７島９事業 ○

○ 達成
目標４

地域資源を活用した特産品等
の試作品の完成に至った件数
（９件）

1 ９件 ○

○ 達成
目標５

離島における環境配慮型観光
利便施設の技術的検証等（１
件）

1 １件 ○

○ 達成
目標６

地域資源を活用した特産品加
工施設等の整備数（２件）

1 ２件 ○

○ 達成
目標７

離島における観光案内標識等
の設置（３島）

1 ３島 ○

○ 達成
目標８

離島におけるブロードバンド
環境整備（９島）

1 ９島 ○

　厳しい環境にある沖縄離島の状況に
かんがみ、島の歴史や文化など、それ
ぞれの島の持つ魅力を活かした取組や
離島間の連携による活性化の取組への
支援とともに、情報格差の是正等を図
るため、情報通信基盤の整備を推進す
る。

離島における環境配慮型
観光利便施設の技術的検
証等件数

地域資源を活用した特産
品加工施設等の整備数

事業者のブログ及びＨＰ
の新規立ち上げ件数

地域資源を活用した特産
品等の開発に関する取組
件数

地域資源を活用した特産
品等の試作品の完成に
至った件数

離島における観光案内標
識等の設置件数

達成目標３、４、５、７及び８共通

9

離島におけるブロードバ
ンド環境整備件数

離島の活性化に必要なノ
ウハウを有する専門家の
派遣件数

業搬出額

○沖縄の離島
の活性化

（参考指標）
IT関連企業の沖縄県内へ
の進出状況



指標数 目標値

指標の目
標値等の
設定の有
無

測定指標

政策
番号 政　策

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

達成すべき目標
（「達成目標」）

○ 達成
目標９

離島におけるインターネット
加入世帯数（800世帯増）

1 800世帯増 ○

（参考
指標1）

(1)不発弾等処理事業 15ヶ所 ○

(2)広域探査発掘事業 ５地区 ○

(3)市町村支援事業 10ヶ所 ○

離島におけるインター
ネット加入世帯数

達成目標８及び９関係 離島におけるブロードバ
ンドの整備状況（小中学
校が存在する離島の整備
率）

10 沖縄の戦後
処理対策

○

○

　沖縄の戦後処理対策の一環として、
①不発弾等の探査・発掘等事業、②対
馬丸遭難学童の遺族への特別支出金の
支給事業、③対馬丸事件を後世に伝
え、哀悼と平和を祈念する事業、④国
が収集した沖縄戦に係る国等の公文書
等の資料を公開する事業、⑤土地の位
置境界明確化に関する事業を実施す
る。

沖縄不発弾等対策事業の実施
状況
・不発弾等処理事業（15ヶ
所）
・広域探査発掘事業（５地
区）
・市町村支援事業（10ヶ所）

達成
目標１

3 沖縄不発弾等対策事業の
実施状況

(3)市町村支援事業 10ヶ所 ○

△ 達成
目標２

対馬丸遭難学童遺族給付事業
に係る支給の実施状況（適
正、円滑な特別支出金の支
給）

1 適正、円滑
な特別支出
金の支給

△

○ 達成
目標３

対馬丸平和祈念事業の特別展
に係るアンケート調査におい
て有益とする者の割合
（90％）

1 90％ ○

69,000件 ○

350 ○

△ 達成
目標５

位置境界明確化事業の実施状
況
・認証面積率（平成18年度末
99.6％）の上昇

1 上昇 △

○ 達成
目標１

（少子化社会白書）
　ホームページへのアクセス
件数（18年度並み：91,822
件）

1 18年度並み
（91,822
件）

○

○ 達成
目標２

（都道府県担当者会議）
　参加者に対するアンケート
調査における肯定的な評価割
合（満足度・理解度）
（80％）

1 80％ ○

○

11 少子化社会
対策に関す
る普及・啓
発

○ 　少子化対策に関する様々な普及・啓
発施策を実施することにより、社会全
体の意識改革に取り組む。

達成
目標４

沖縄戦関係資料閲覧室に
係る来室者数

2沖縄戦関係資料閲覧室に係る
・ホームページ利用件数
（69,000件）
・来室者数（350人）

対馬丸平和祈念事業の特
別展に係るアンケート調
査結果（有益とするもの
の割合）

対馬丸遭難学童遺族給付
事業に係る支給の実施状
況

認証面積率

沖縄戦関係資料閲覧室に
係るホームページ利用件
数

ホームページへのアクセ
ス件数

参加者に対するアンケー
ト調査結果（肯定的な評
価割合（満足度・理解
度））



指標数 目標値

指標の目
標値等の
設定の有
無

測定指標

政策
番号 政　策

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

達成すべき目標
（「達成目標」）

80％ ○

200人 ○

○ 達成
目標４

（少子化社会対策に関する調
査等（少子化社会対策政策研
究、企業参画型子育て支援事
業の事例調査、少子化社会対
策の先進的取組事例集を含
む））
・ホームページへのアクセス
件数（18年度並み：32,543
件）

1 18年度並み
（32,543
件）

○

80％ ○

2,100人 ○

参加者に対するアンケー
ト調査結果（肯定的な評
価割合（満足度・理解
度））

少子化社会対策に関する
国際シンポジウムの参加
者数

達成
目標３

（少子化社会対策に関する国
際シンポジウム）
・参加者に対するアンケート
調査に　おける肯定的な評価
割合（満足度・理解度）
（80％）
・参加者（200人）

○

○

（官民連携子育て支援推進
フォーラム・全国リレーシン
ポジウム）
・参加者に対するアンケート
調査における肯定的な評価割
合（満足度・理解度）
（80％）
・参加者数（2,100人）

達成
目標５

参加者に対するアンケー
ト調査結果（肯定的な評
価割合（満足度・理解
度））

ホームページへのアクセ
ス件数

2

2

官民連携子育て支援推進
フォーラム・全国リレー
シンポジウムの参加者数

80％ ○

200人 ○

○ 達成
目標７

（少子化社会対策の連携促進
サイト）
・整備状況（運用開始）

1 運用開始 ○

△ 達成
目標８

（子育て支援に関する表彰）
・実施状況（実施・公表）

1 実施・公表
する

△

80％ ○

800人 ○心豊かな長寿社会を考え
る国民の集いの参加人数

2

少子化社会対策の連携促
進サイト整備状況

子育て支援に関する表彰
実施状況

参加者に対するアンケー
ト調査結果（肯定的な評
価の割合）

○ 達成
目標６

（家族・地域の絆の再生に関
するシンポジウム）
･参加者に対するアンケート調
査における肯定的な評価割合
（満足度・理解度）（80％）
・参加者（200人）

（参考指標）
全体大会の募集人員に対
する参加率

2
(参考
指標2)

家族・地域の絆の再生に
関するシンポジウムの参
加者数

（参考指標）
行事全体の参加者数

○ 達成
目標１

12 高齢社会対
策に関する
普及・啓発

○ 　高齢者が安心して暮らせる豊かな社
会を構築していくためため、高齢社会
対策基本法等に沿って、高齢社会対策
の総合的な推進を図るための施策を実
施し、さらに地方公共団体・ＮＰＯと
連携し、高齢社会対策に関する普及・
啓発のための事業等を実施する。

（心豊かな長寿社会を考える
国民の集い）
・参加者に対するアンケート
調査における肯定的な評価の
割合（80％）
・参加人数（800人）

・参加者数（2,100人）

参加者に対するアンケー
ト調査結果（肯定的な評
価割合（満足度・理解
度））



指標数 目標値

指標の目
標値等の
設定の有
無

測定指標

政策
番号 政　策

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

達成すべき目標
（「達成目標」）

○ 達成
目標２

（社会参加活動等の事例紹介
事業）
・表章受章者及び都道府県・
指定都市の主管課長等に対す
るアンケート調査における肯
定的な評価の割合（80％）

1 80％ ○

80％ ○

200人 ○

○ 達成
目標４

（高齢社会対策総合調査研究
（意識調査））
・ホームページのアクセス件
数（平成18年度並み：47,753
件）

1 平成18年度
並み

（47,753
件）

○

○ 達成
目標５

（高齢社会白書）
・ホームページのアクセス件
数（平成18年度並み：144,840
件）

1 平成18年度
並み

（144,840
件）

○

○ 達成
目標６

（都道府県・指定都市高齢社
会対策主管課（室）長会議）
・出席者に対するアンケート

1 80％ ○

ホームページのアクセス
件数

出席者に対するアンケー
ト調査結果（肯定的な評
価の割合）

高齢社会セミナーの参加
人数

○ 達成
目標３

表章受章者及び都道府
県・指定都市の主管課長
等に対するアンケート調
査結果（肯定的な評価の
割合）

参加者に対するアンケー
ト調査結果（肯定的な評
価の割合）

2（高齢社会セミナー）
・参加者に対するアンケート
調査における肯定的な評価の
割合（80％）
・セミナー参加人数（200人）

ホームページのアクセス
件数

・出席者に対するアンケート
調査における肯定的な評価の
割合（80％）

○ 達成
目標７

（高齢社会対策政策研究）
・ホームページのアクセス件
数（平成18年度並み：47,753
件）

1 平成18年度
並み

（47,753
件）

○

90人 ○

○ 達成
目標２

交通安全ファミリー作文コン
クール事業の応募作品数
（18,000編）

1 18,000編 ○

○ 達成
目標３

交通事故相談員初任者研修会
の参加者数（59人）

1 59人 ○

146人 ○

3,000冊 ○

交通事故相談員育成事業
・ ブロック別事例研究会の参
加者数（146人）
・ 情報誌の配布冊数（3,000
冊）

2

交通事故相談員初任者研
修会の参加者数

ブロック別事例研究会の
参加者数

情報誌の配布冊数

ホームページのアクセス
件数

価の割合）

○ 達成
目標１

都道府県・政令指定都市交通
安全対策担当主管課（室）長
会議の参加人数（90人）

（参考指標）
ブロック交通安全対策主
管課（室）長会議の参加
人数

1
（参考
指標1）

都道府県・政令指定都市
交通安全対策担当主管課
（室）長会議の参加人数

応募作品数

13 交通安全対
策に関する
普及・啓発

○ 　交通安全対策基本法等の規定に基づ
き、第８次交通安全基本計画及び内閣
府交通安全業務計画に掲げる交通安全
思想の普及・啓発及び交通事故被害者
対策について、都道府県・政令指定都
市と連携を図りつつ推進するととも
に、交通安全対策について調査・検討
等を行う。

○ 達成
目標４



指標数 目標値

指標の目
標値等の
設定の有
無

測定指標

政策
番号 政　策

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

達成すべき目標
（「達成目標」）

59人 ○

3,000冊 ○

○ 達成
目標６

「交通安全対策の総合的な効
果
分析手法に関する調査研究」
報告
書掲載ホームページのアクセ
ス件数（平成18年度並み）

1 平成18年度
並み
（7,174
件）

○

○ 達成
目標７

交通安全白書の作成
・ ホームページのアクセス件
数（平成18年度並み）

1 平成18年度
並み

（31,184
件）

○

○ 達成
目標８

「緊急課題に対応する調査研
究」
・ 報告書掲載ホームページの
アクセス件数（平成18年度並
み）

1 平成18年度
並み
（7,174
件）

○

春：
3,481,000

○達成
目標９

全国交通安全運動
・ 運動期間中の交通安全教室

2

ホームページのアクセス
件数

2

相談員ポイント集の配布
冊数

連絡会議の参加者数

ホームページのアクセス
件数

交通安全教室の参加者数

ホームページのアクセス
件数

○

○ 達成
目標５

交通事故相談員支援事業
・ 連絡会議の参加者数（59
人）
・ 相談員ポイント集の配布冊
数（3,000冊）

人
秋：

2,970,000
人

春：
1,544,000
人
秋：

1,406,000
人

○

27,000人 ○

90％ ○

90％ ○

90％ ○

70％ ○

△ 達成
目標１２

交通安全功労者表彰を各年度
実施

1 実施する △

○ 3

参加者へのアンケート結
果（「次回も交通安全
フェアに参加したい」と
する評価の割合）

参加者へのアンケート結
果（「交通安全意識が高
まった」とする評価の割
合）

交通安全フェアの参加者
数

○ 達成
目標１１

交通安全母親活動推進事業
・ 参加者へのアンケート
「有意義度」の評価（90％）
・ 参加後の還元状況（講座内
容の活用・普及を行った者の
数（70％）

2

目標 ・ 運動期間中の交通安全教室
参加者数
春：3,481,000人
秋：2,970,000人
・ 運動に携わったボランティ
ア活動者数
春：1,544,000人
秋：1,406,000人

ボランティア活動者数

交通安全フェア
・ 参加者数（27,000人）
・ 参加者へのアンケート
「交通安全意識が高まった」
とする評価（90％）
・ 参加者へのアンケート
「次回も交通安全フェアに参
加したい」とする評価
（90％）

達成
目標１０

参加者へのアンケート結
果（「有意義」とする評
価の割合）

参加後の還元状況（講座
内容の活用・普及を行っ
た者の数（割合））

交通安全功労者表彰の実
施状況



指標数 目標値

指標の目
標値等の
設定の有
無

測定指標

政策
番号 政　策

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

達成すべき目標
（「達成目標」）

43人 ○

90％ ○

70％ ○

○ 達成
目標１４

「ビジュアル対話形式の交通
安全教材」掲載ホームページ
のアクセス件数（平成18年度
並み）

1 平成18年度
並み

（882,757
件）

○

5,150人 ○

70％ ○

99,000世帯 ○

参加者へのアンケート結
果（「交通安全意識の高
まり」「変化」とする評
価の割合）

2

達成○ 2子育て・高齢者世帯訪問事業 子育て・高齢者世帯訪問

○ 達成
目標１３

交通安全指導者養成講座
・ 参加者数（43人）
・ 参加者へのアンケート
「有意義度」の評価（90％）
・ 参加後の還元状況（講座内
容の活用・普及を行った者の
数（70％）

参加者へのアンケート結
果（「有意義」とする評
価の割合）

参加後の還元状況（講座
内容の活用・普及を行っ
た者の数（割合））

3

○ 達成
目標１５

子供と親、高齢者三世代交流
事業
・ 参加者数（5,150人）
・ 参加者へのアンケート
「交通安全意識の高まり」
「変化」の評価（70％）

交通安全指導者養成講座
の参加者数

ホームページのアクセス
件数

子供と親、高齢者三世代
交流事業の参加者数

99,000世帯 ○

70％ ○

500人 ○

70％ ○

500人 ○

70％ ○

70％ ○

○ 達成
目標１９

交通事故被害者サポート事業
・ 自助グループ連絡会議参加
者数（50人）

1 50人 ○

○ 達成
目標２０

交通安全総合データベースの
アクセス件数（610,000件）

1 610,000件 ○

参加者へのアンケート結
果（「交通安全意識の高
まり」とする評価の割
合）

2

参加後の還元状況（講座
内容の活用・普及を行っ
た者の数（割合））

○ 達成
目標１８

参加・体験・実践型の高齢者
交通安全運転普及事業
・ 参加人数（500人）
・ 参加者へのアンケート
「有意義度」の評価（70％）
・ 参加後の還元状況（講座内
容の説明・普及を行った者の
数）（70％）

3

○ 達成
目標１７

交通安全シンポジウム
・ 参加者数（500人）
・ 参加者へのアンケート
「交通安全意識の高まり」の
評価（70％）

達成
目標１６

○

参加者へのアンケート結
果（「交通安全意識の高
まり」「変化」とする評
価の割合）

2子育て・高齢者世帯訪問事業
・ 参加者数（99,000世帯）
・ 参加者へのアンケート
「交通安全意識の高まり」
「変化」の評価（70％）

子育て・高齢者世帯訪問
事業の参加者数

参加・体験・実践型の高
齢者交通安全運転普及事
業の参加者数

自助グループ連絡会議の
参加者数

データベースのアクセス
件数

参加者へのアンケート結
果（「有意義」とする評
価の割合）

交通安全シンポジウムの
参加者数



指標数 目標値

指標の目
標値等の
設定の有
無

測定指標

政策
番号 政　策

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

達成すべき目標
（「達成目標」）

○ 達成
目標１

「男女共同参画週間」ポス
ターの配布枚数（28,000枚）

1 28,000枚 ○

○ 達成
目標２

「男女共同参画週間」チラシ
の配布枚数（115,000枚）

1 115,000枚 ○

○ 達成
目標３

男女共同参画社会づくり功労
者表彰件数（10件程度）

1 10件程度 ○

○ 達成
目標４

女性のチャレンジ賞表彰件数
（８件程度）

1 ８件程度 ○

○ 達成
目標５

男女共同参画社会づくりに向
けての全国会議への参加者数

1 800人 ○

チラシの配布数

男女共同参画社会づくり
功労者表彰の表彰件数

女性のチャレンジ賞表彰
の表彰件数

男女共同参画社会づくり
に向けての全国会議への

14 男女共同参
画に関する
普及・啓発

○ 　男女共同参画に関する国民の理解や
認識を深めるために、各種広報啓発・
情報提供を実施するほか、地方公共団
体・民間団体等との連携強化や研修に
よる人材育成等により、男女共同参画
社会の形成の促進を図る。

ポスターの配布枚数

目標５ けての全国会議への参加者数
（800人）

○ 達成
目標６

男女共同参画宣言都市の宣言
市町村数（８市町村）

1 ８市町村 ○

○ 達成
目標７

全国男女共同参画宣言都市サ
ミットへの参加市町村数（33
市町村）

1 33市町村 ○

○ 達成
目標８

男女共同参画推進連携会議の
開催回数（２回）

1 ２回 ○

△ 達成
目標９

男女共同参画推進連携会議議
員の所属団体を通じた普及啓
発活動の実施

1 実施する △

○ 達成
目標１０

広報用リーフレットの配布部
数（228,000部）

1 228,000部 ○

○ 達成
目標１１

広報誌の配布部数（8,000部） 1 8,000部 ○

○ 達成
目標１２

男女共同参画白書の作成 1 作成する ○

○ 達成
目標１３

内閣府男女共同参画局ホーム
ページへのアクセス件数（月
30,000件）

1 月30,000件 ○

△ 達成
目標１４

仕事と生活の調和（ワーク・
ライフ・バランス）に関する
調査の実施

1 実施する △

ホームページへのアクセ
ス件数

仕事と生活の調和（ワー
ク・ライフ・バランス）
に関する調査の実施状況

広報用リーフレットの配
布部数

全国男女共同参画宣言都
市サミットへの参加市町
村数

男女共同参画推進連携会
議の開催回数

男女共同参画推進連携会
議議員の所属団体を通じ
た普及啓発活動の実施状
況

広報誌の配布部数

に向けての全国会議への
参加者数

男女共同参画宣言都市の
宣言市町村数

男女共同参画白書の作成
状況



指標数 目標値

指標の目
標値等の
設定の有
無

測定指標

政策
番号 政　策

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

達成すべき目標
（「達成目標」）

(1)男女共同参画
フォーラム

○

(2)男女共同参画に関
する基礎研修

○

(3)男女共同参画苦情
処理指導者研修

○

(4)男女共同参画ヤン
グリーダー会議

○

(5)啓発ビデオ等 ○

○ 達成
目標１

省資源・省ｴﾈﾙｷﾞｰに関する
「エコライフ・ハンドブッ

1 100,000部 ○

70％

15 省資源・省
エネルギー
型生活の推
進

○ 　省資源・省エネルギーへの取組の普
及啓発活動、環境にやさしい買い物の
実践を消費者に促すキャンペーン、民
間団体の先駆的な省資源・省エネル
ギー実践活動のモデル的実施に取り組
むことを通じ、環境と調和した国民生
活の促進、定着を図る。

エコライフ・ハンドブッ
クの配布部数

シンポジウム・研修・会議等
についてのアンケートにおけ
る肯定的な評価の割合（男女
共同参画フォーラム、男女共
同参画に関する基礎研修、男
女共同参画苦情処理指導者研
修、男女共同参画ヤングリー
ダー会議、啓発ビデオ等）
（70％以上）

達成
目標１５

○ アンケート結果（肯定的
な評価の割合）

5

目標１ 「エコライフ・ハンドブッ
ク」の配布部数（100,000部）

○ 達成
目標２

省資源・省エネルギーに関す
るシンポジウムへの参加者数
（200名）

1 200名 ○

○ 達成
目標３

「環境にやさしい買い物キャ
ンペーン」HPトップページへ
のアクセス数(月平均4,000
件）

1 月平均
4,000件

○

○ 達成
目標１

ハンドブックの配布部数
（150,000部以上）

1 150,000部 ○

○ 達成
目標２

公益通報者保護法説明会及び
公益通報シンポジウムの開催
回数（10回以上）

1 10回 ○

○ 達成
目標３

公益通報者保護法説明会及び
公益通報シンポジウムへの参
加者数（1,000名以上）

1 1,000名 ○

○ 達成
目標４

公益通報者保護制度相談ダイ
ヤルへの相談件数（1,200件以
上）

1 1,200 件 ○

○ 達成
目標５

通報・相談窓口を設置してい
る市区町村の割合（40％以
上）

1 40％ ○

公益通報者保護制度相談
ダイヤルへの相談件数

通報・相談窓口を設置し
ている市区町村の割合

16 公益通報者
保護に関す
る施策の推
進

○ 　公益通報者保護制度は、行政機関、
民間事業者、労働者すべてにかかわる
新しい制度であり、制度の内容が十分
浸透するよう、説明会、シンポジウム
の開催や広報資料の配布、制度に関す
る相談窓口の設置などを通じて制度の
周知徹底や理解の向上を図り、もって
制度の円滑な運用に資する。

ハンドブックの配布部数

公益通報者保護法説明会
及び公益通報シンポジウ
ムの開催回数

公益通報者保護法説明会
及び公益通報シンポジウ
ムへの参加者数

クの配布部数

省資源・省エネルギーに
関するシンポジウムへの
参加者数

ホームページへのアクセ
ス件数



指標数 目標値

指標の目
標値等の
設定の有
無

測定指標

政策
番号 政　策

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

達成すべき目標
（「達成目標」）

12回 ○

3,000人 ○

○ 達成
目標２

説明会・講演会のアンケート
において、説明会等が「有益
であった」又は「まあ有益で
あった」とする評価の割合
（80％）

1 80％ ○

○ 達成
目標３

ポスターの配布枚数（８万
枚）

1 ８万枚 ○

○ 達成
目標４

パンフレットの配布枚数（10
万部）

1 10万部 ○

説明会・講演会の開催回数
（12回）と参加者数（3,000
人）

2

ポスターの配布枚数

パンフレットの配布枚数

アンケート結果（「有益
であった」又は「まあ有
益であった」とする評価
の割合）

説明会・講演会の参加者
数

説明会・講演会の開催回
数

17 個人情報保
護に関する
施策の推進

○ 　個人情報保護法の円滑な遂行のた
め、関係行政機関、地方公共団体と密
接に連携しつつ、法制度の普及・定着
を図るとともに、個人情報保護法制の
国際的な協調を図り、我が国の制度に
ついて国際的な理解を深めるための取
組を行う。

○ 達成
目標１

○ 達成
目標５

施行状況に関する報告のとり
まとめ、概要の公表、配布
（公表、配布（１万部））

1 公表・配布
（１万部）
する

○

○ 達成
目標６

国際会議等への出席回数（７
回）

1 ７回 ○

○ 達成
目標７

ホームページのアクセス件数
（月平均４万4,000件）

1 月平均
４万4,000
件

○

○ 達成
目標１

消費者政策会議（会長：内閣
総理大臣、委員：全閣僚＋公
取委委員長）の開催回数（１
回）

1 １回 ○

○ 達成
目標２

消費者政策担当課長会議の開
催回数（６回）

1 ６回 ○

○ 達成
目標３

都道府県等の地方自治体との
連絡会議の開催回数（７回）

1 ７回 ○

○ 達成
目標４

国際会議への出席回数（４
回）

1 ４回 ○

○ 達成
目標５

ＰＩＯ－ＮＥＴ端末の設置を
希望する省庁に設置する。

1 希望する省
庁に設置

○

消費者政策担当課長会議
の開催回数

都道府県等の地方自治体
との連絡会議の開催回数

国際会議への出席回数

ＰＩＯ－ＮＥＴ端末の設
置状況

18 消費者行政
の推進

○ 　消費者利益の擁護・増進に取り組む
ことを通じ、消費者基本法の基本理念
の具体化を図る。

ホームページのアクセス
件数

消費者政策会議の開催回
数

国際会議等への出席回数

施行状況に関する報告の
とりまとめ、概要の公
表、配布状況



指標数 目標値

指標の目
標値等の
設定の有
無

測定指標

政策
番号 政　策

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

達成すべき目標
（「達成目標」）

○ 達成
目標６

ＰＩＯ－ＮＥＴに入力された
死亡・重篤事故情報を各省庁
に提供した回数（24回）

1 24回 ○

○ 達成
目標７

メルマガ「見守り新鮮情報」
の登録者数（16,000人）

1 16,000人 ○

○ 達成
目標８

「消費者問題出前講座」の開
催日数（2,250回）

1 2,250回 ○

○ 達成
目標９

「消費者問題出前講座」にお
けるアンケートにおいて「有
益だった」と評価する割合
（90％）

1 90％ ○

○ 達成
目標１０

ポスターの配布枚数（126,600
枚）

1 126,600枚 ○

○ 達成
目標１１

リーフレットの配布枚数
（1,650,000枚）

1 1,650,000
枚

○リーフレットの配布枚数

19 食品健康影
響評価に関

○ 　食品安全基本法第13条及び食品安全
基本法第21条第１項に規定する基本事

アンケート結果（「有益
だったとする評価の割
合）

ポスターの配布枚数

ＰＩＯ－ＮＥＴに入力さ
れた死亡・重篤事故情報
を各省庁に提供した回数

メルマガ「見守り新鮮情
報」の登録者数

「消費者問題出前講座」
の開催日数

○ 達成
目標１

「意見交換会の参加者」に対
するリスク分析の考え方や食
品安全委員会の活動について
の理解に関するアンケート調
査における、「理解が増進し
た者」の割合（50％以上）

1 50％ ○

○ 達成
目標２

年度末におけるメールマガジ
ンの登録者数の増加割合
（30％以上）

1 30％ ○

○ 達成
目標３

地方都市での意見交換会の開
催（５回）

1 ５回 ○

△ 達成
目標４

対象を絞った意見交換会の実
施（実施）

1 実施する △対象を絞った意見交換会
の実施状況

メールマガジンの登録者
数の増加割合

地方都市での意見交換会
の開催回数

アンケート結果（「理解
が増進した者」の割合）

響評価に関
するリスク
コミュニ
ケーション
の推進

基本法第21条第１項に規定する基本事
項において、食品の安全性の確保に関
する施策の策定に当たっては、当該施
策について意見を述べる機会の付与等
の取組を推進し、関係者相互間の情報
及び意見の交換の促進を図るとされて
いる。また、消費者基本計画において
も「安全・安心の確保に対する消費者
の関心の高まりを踏まえ、リスク分析
を活用した行政運営を的確に推進する
ため、幅広い消費者のリスクコミュニ
ケーションへの参加を促す。」ことと
されている。このため、国民の関心の
高い事項等について、厚生労働省、農
林水産省等と連携しつつ、関係者との
間で情報の共有や意見の交換を行なう
とともに、ホームページ、メールマガ
ジン、パンフレット、季刊誌等を通じ
た情報発信に努める。



指標数 目標値

指標の目
標値等の
設定の有
無

測定指標

政策
番号 政　策

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

達成すべき目標
（「達成目標」）

△ 達成
目標５

パネルディスカッション方式
の意見交換会の実施（実施）

1 実施する △

△ 達成
目標６

フォーカスグループインタ
ビューの実施（実施）

1 実施する △

５件 ○

原子力安全
対策

20

フォーカスグループイン
タビューの実施状況

安全規制等に的確に反映
すべき知見の収集・整理
状況（各専門部会等にお
いて作成された報告書等
の件数）

1
（参考
指標2）

パネルディスカッション
方式の意見交換会の実施
状況

○ 　安全審査等に用いる指針等の策定・
改訂、規制調査の実施、原子力防災体
制の強化等を通じて、我が国の原子力
の研究、開発及び利用における安全確
保を実現する。

達成
目標１

○ 安全規制等に的確に反映すべ
き知見の収集・整理として各
専門部会等報告書の取りまと
め（５件以上）

（参考指標）
安全規制等に的確に反映
すべき知見の収集・整理
状況（トラブルに関する
国内外事例の収集・分析
件数）

(1)原子力事故・故障

(2)放射線・放射性同
位元素に係るトラブ
ル

○ 達成
目標２

安全審査指針類の整備・検討
のため、指針類の改訂・整
備・委託調査の実施（１件以
上）

1 １件 ○

○ 達成
目標３

規制調査の実施（５件以上） 1 ５件 ○

○ 達成
目標４

原子力防災対応を確実なもの
とするために、原子力安全委
員会が独自に実施している参
集訓練、通報訓練等の実施
（各種訓練を合わせて５回以
上）

1 ５回 ○

参加する △

(1)原子力安全委員会
が参画する原子力防
災訓練の回数

(2)原子力防災訓練へ
の延べ参画人数

（参考指標）
国及び地方公共団体が主
催する原子力防災訓練へ
の参加状況

1
（参考
指標2）

達成
目標５

△ 国及び地方公共団体が主
催する原子力防災訓練へ
の参加状況

原子力防災対応に係る各
種訓練の参加・実施状況
（原子力安全委員会が独
自に実施した訓練の数）

国及び地方公共団体が主催す
る原子力防災訓練への参加

規制調査の実施状況（実
施回数）

指針類の改定・整備・委
託調査



指標数 目標値

指標の目
標値等の
設定の有
無

測定指標

政策
番号 政　策

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

達成すべき目標
（「達成目標」）

実施する △

(1)国民との直接対話
を行う場の開催数

(2)国民との直接対話
を行う場への来場者
数

(3)原子力安全意見・
質問箱へ寄せられた
意見・質問の受理数

(4)意見公募に対して
寄せられた意見・質
問の受理数

(5)原子力公開資料セ
ンターの保管資料数
（累計数）

(6)原子力安全委員会
ホームページへのア
クセス件数

国民との直接対話の場として
開催している原子力安全シン
ポジウム等の実施

国民との直接対話の場の
実施状況

△ 1
（参考
指標6）

（参考指標）
国民との直接対話の場の
実施状況

達成
目標６

クセス件数

○ 達成
目標

19年度作業の進捗状況（「経
済財政政策関係業務等に必要
なシステムに係わる業務・シ
ステム最適化計画」に示され
ている工程表に基づく事業の
実施）

1 データベー
スの設計開
発、業務シ
ステムの設
計・開発、
資産管理シ
ステムの設
計・開発

○

○ 達成
目標１

推計手法の改善（３件） 1 ３件 ○

○ 達成
目標２

ＩＭＦが定めた国際的な公表
基準に基づく公表スケジュー
ルの遵守（100％）

1 100％ ○

○ 達成
目標３

改訂版「93ＳＮＡ推計手法解
説書」の作成（作成）

1 作成 ○

○ 達成
目標４

「季刊国民経済計算」の発行
（４回）

1 ４回 ○

22

19年度作業の進捗状況

推計手法の改善件数

ＩＭＦが定めた国際的な
公表基準に基づく公表ス
ケジュールの遵守状況

「季刊国民経済計算」の
発行回数

改訂版「93ＳＮＡ推計手
法解説書」の作成状況

国民経済計
算

○ 　我が国の経済状況を国際的に比較可
能な形で正確に把握し、的確な経済分
析及び経済財政運営のための基礎情報
を提供するため、国民経済計算確報や
四半期別ＧＤＰ速報等の国民経済計算
関連統計を作成・発表する。

21 経済財政政
策関係業務
システムの
最適化（成
果重視事
業）

○ 　「経済財政政策関係業務等に必要な
システムに係わる業務・システム最適
化計画」に基づき、大型電子計算機を
廃止しオープンシステムに移行するこ
とにより、システム運営経費の削減
と、業務支援システムの構築等により
業務処理時間の短縮を図る。



指標数 目標値

指標の目
標値等の
設定の有
無

測定指標

政策
番号 政　策

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

達成すべき目標
（「達成目標」）

△ 達成
目標

国内、国際社会（国連、現地
政府等）の評価（肯定評価）

1 肯定評価 △

○＝147
△＝15

（注）
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１　内閣府の「平成19年度内閣府本府政策評価書（事後評価）」を基に当省が作成した。
２　各欄の記載事項については、「政策評価審査表（実績評価関係）の記載事項」を参照

　国際連合平和維持活動等に対する協
力に関する法律に規定される国際平和
協力業務の１つとして、平成19年度に
おいては、我が国は、東ティモール選
挙監視国際平和協力隊を派遣し、東
ティモール大統領選挙及び国民議会選
挙に対する選挙監視業務を実施した。

国内、国際社会（国連、
現地政府等）の評価

△

○＝188
△＝15

合
計 23政策

○＝22
△＝１

23 国際平和協
力業務等の
推進



政策評価審査表（実績評価関係）の記載事項 

 

 

欄   名 記      載      事      項 

「政策番号」欄 内閣府の「平成 19 年度内閣府本府政策評価書（事後評価）」の評価対象政策

ごとに順次番号を記入した。 

「政策」欄 評価書の政策名欄に記載されている評価対象政策の名称を記入した。 

「目標に関し達成

しようとする水準

が数値化等により

特定されている政

策の有無」欄 

目標に関し達成すべき水準が数値化されている場合及び定性的であっても

目標が達成される水準が具体的に特定されているものは、「○」を記入した。

目標に関し達成すべき水準は数値化されていないものの、指標の測定値を向

上させる等の方向が示されているものは、「△」を記入した。 

上記のいずれにも該当しないものは、「－」を記入した。 

なお、評価対象政策に複数の指標が設定されている場合には、少なくとも一

つの指標について達成しようとする水準が数値化等されているものは「○」、

少なくとも一つの指標について、達成しようとする水準は数値化されていない

ものの、指標の測定値を向上させる等の方向が示されているものは「△」を記

入した。 

「達成すべき目標

（「達成目標」）」欄 

評価書の「政策の概要」欄に記載されている事項を踏まえ、あらかじめ政策

効果に着目して設定された達成すべき目標を記入した。 

「測定指標」及び

「指標数」欄 

「達成すべき目標」に対する実績を定期的・継続的に測定するため使用する

指標及びその数を記入した。 

「目標値」欄 「達成すべき目標」についての目標とする値、水準等を定めている場合に、

その値、水準等を記入した。 

「指標の目標値等

の設定の有無」欄 

各測定指標に着目した場合の目標値等の設定について、上記の「目標に関し

達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無」欄と同様

の分類により「○」、「△」及び「－」を記入した。 

 

 


